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都道府県相談支援体制整備事業のアドバイザーの人数

１～５人

６～１０人

１１～１５人

１６以上

未定（その都度、業務内容に応

じてアドバイザーを選任するた

め）

実施都道府県数: 31

都道府県相談支援体制整備事業について

31
66%

4
8%

12
26%

都道府県相談支援体制整備事業の実施状況

実施

（未実施であるが）平成２１年度中

に実施予定

未実施（平成２１年度も実施予定な

し）

都道府県数: 47
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都道府県相談支援体制整備事業の実施状況（経年比較）

実施都道府県数

実施率

都道府県相談支援体制整備事業の実施状況（都道府県平均）

【アドバイザー数】
○ 平均：7.3人

【アドバイザー１人当たりの年間延べ活動日数】
○ 平均：89.2日

※ 実施都道府県のうち、年間延べ活動日数とアドバイザー
の人数のいずれにも回答のあった２８都道府県の回答より
算出したもの。（少数点第二位を四捨五入）

１



都道府県相談支援体制整備事業について
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都道府県相談支援体制整備事業の業務内容

地域のネットワーク構築に向けた指導、

調整

地域で対応困難な事例に係る助言

地域における専門的支援システムの立

ち上げ援助

広域的課題、複数圏域にまたがる課題

の解決に向けた体制整備への支援

相談支援従事者のスキルアップに向け

た指導

地域の社会資源の点検、開発に関する

援助

その他

実施都道府県数: 31
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相談支援専門員

介護支援専門員

精神保健福祉士

介護福祉士

社会福祉士

看護師・准看護師

保健師

各資格者等をアドバイザーとしている実施都道府県数

都道府県相談支援体制整備事業のアドバイザーの資格等 実施都道府県数: 31

※ １都道府県については、業務内容に応じてアドバイザーを選任するため未定として計上していない



障害児等療育支援事業について

３

障害児等療育支援事業の実施状況

指定都市・中核市数：59

都道府県数：47

障害児等療育支援事業の実施方法

実施指定都市・中核市数：47

実施都道府県数：45

障害児等療育支援事業の実施内容

実施指定都市・中核市数：47

実施都道府県数：45

指定都市
中核市

都道府県 合 計

実 施 47 45 92

未実施 12 2 14

指定都市
中核市

都道府県 合 計

直営で実施 4 5 9

指定相談支援事
業者等に委託で
実施

37 30 67

直営＋指定相談
支援事業者等で
実施

6 10 16

指定都市・中
核市

都道府県 合 計

訪問による療育指
導

43 43 86

外来による療育指
導

43 42 85

施設職員等に対
する療育技術指導

37 41 78

療育機関に対する
支援

17 22 39

※ 都道府県又は指定都市・中核市のいずれも未実施である都道府県数：２



特別対策事業（障害者自立支援対策臨時特例交付金）について
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30%

33
70%

平成２０年度相談支援充実・強化事業の実施状況

実施 未実施

都道府県数： 47
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平成２０年度相談支援充実・強化事業の実施内容

障害者等に対する障害福祉施策

に係る説明会・相談会の実施

障害者等に対する家庭訪問の実

施

その他

実施都道府県数： 14
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平成２０年度相談支援体制整備特別支援事業の実施状況

特別アドバイザー派遣事

業を実施

相談支援事業立ち上げ支

援事業を実施

ピアサポート強化事業を

実施

未実施

都道府県数: 47
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平成２１年度制度改正に向けた相談支援体制整備特別支援事業の実施予定状況

特別アドバイザー派遣事業を実施予定

相談支援発展推進支援事業を実施予定

ピアサポートセンター等設置推進事業を実

施予定

居住サポート事業立ち上げ支援事業を実

施予定

地域自立支援協議会運営強化事業を実施

予定

実施予定なし

都道府県数: 47
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相談支援従事者研修について

62
57 58

27
31 29

0

10

20

30

40

50

60

70

平成18年度 平成19年度 平成20年度

実
施
回
数

相談支援従事者研修の実施回数（経年比較）

初任者研修

現任研修
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相談支援従事者初任者研修の修了者数（経年比較）

初任者研修

旧障害者ケアマネジメント研修

修了者を対象とした研修

18,803

9,793

6,693

35,289平成18～20年度修了者数合計：
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相談支援従事者現任研修の修了者数（経年比較）
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指定相談支援事業所等について
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指定相談支援事業所に配置されている相談支援専門員の人数

（経年比較）
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サービス管理責任者研修について

53
57

61

0

10

20

30

40

50

60

70

平成18年度 平成19年度 平成20年度

実
施
回
数

サービス管理責任者研修（共通講義）の実施回数（経年比較）
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サービス管理責任者研修（分野別）の実施回数（経年比較）

介護

児童

知的・精神

身体

就労

平成18年度 平成19年度 平成20年度

介護 2,775 4,172 5,265

児童 926 823 1,137

知的・精神 3,322 3,795 4,604

身体 369 503 477

就労 2,373 3,819 5,094
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サービス管理責任者研修の修了者数（経年比較）

9,765

13,112

16,577
平成18～20年度修了者数合計： 39,454
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都道府県自立支援協議会について

【設置状況】

○設置済・・・４７都道府県

※ １都道府県は、要綱等の作成をしているが会議を開催していない。

【運営方法】

○直営・・・４４都道府県

○委託・・・２都道府県

※ 要綱等の作成をしているが会議を開催していない１都道府県を除いて集計。
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市町村、都道府県（行政職員）

保育所

保健所

公共職業安定所（ハローワーク）

大学等（学識経験者など）

権利擁護関係団体（権利擁護関係者）

障害当事者団体

高齢者介護の関係機関

民間企業

教育関係機関（養護学校など）

医療機関（病院・診療所など）

障害福祉サービス事業者

発達障害者支援センター

障害者就業・生活支援センター

指定相談支援事業者（障害者相談支援事業の委託なし）

指定相談支援事業者（障害者相談支援事業の委託あり）

各機関に所属している者をメンバーとしている実施都道府県数

都道府県自立支援協議会の構成メンバー（所属先別） 実施都道府県数： 46
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都道府県自立支援協議会について

9

12

3 3

20

2 2

8 7

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

都
道
府
県
数

都道府県自立支援協議会の運営に関する課題

障害福祉サービスの実施状況や基盤整備の状況

を把握することができない

都道府県の課題（人材養成、地域移行等）を把握す

ることができない

都道府県の課題（人材養成、地域移行等）を把握す

ることはできるが、具体的な解決策に至らない

協議会の開催方法（議題など）がわからない

市町村や地域自立支援協議会との連携方法がわ

からない

他協議会(地域自立支援協議会を除く)との連携方

法がわからない

協議会の役割が不明確

予算の確保が困難

その他

実施都道府県数： 46
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18%

13
28%

25
54%

都道府県自立支援協議会と地方障害者施策推進協議会との関係

一体的に運営している

一体的に運営していないが連

携している

一体的に運営していなく連携も

していない

実施都道府県数： 46
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都道府県自立支援協議会の活性化に向けての工夫

圏域ごとにアドバイザーを配置、又は

地域の特性や地域ニーズに応じたア

ドバイザーを派遣することにより、相

談支援体制の充実に向けた支援を行

う

地域自立支援協議会の運営状況を

確認する職員を配置（委託可）

圏域ごとに圏域調整会議や協議会等

を設置し、地域の状況把握に努める

その他

実施都道府県数：46
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都道府県自立支援協議会での協議項目

都道府県内の圏域ごとの相談支援体制

の状況を把握・評価し、整備方策を助言

相談支援従事者の研修のあり方を協議

専門的分野における支援方策について情

報や知見を共有、普及

都道府県障害者福祉計画の作成・具体化

に向けた協議

相談支援体制整備特別支援事業につい

て

その他

実施都道府県数：46



都道府県自立支援協議会について
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2
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17
37%

都道府県自立支援協議会の専門部会の設置状況

設置

（未設置であるが）平成２１年度

中に設置予定

未設置（平成２１年度も設置予

定なし）

実施都道府県数： 46
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都道府県自立支援協議会の専門部会の種類

課題別

障害別

地域別

その他

専門部会設置都道府県数： 27
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専門部会を課題別に設置している場合の課題の種類

権利擁護関係

地域移行関係

退院促進関係

就労関係

こども関係

人材育成関係

相談支援体制関係

その他

課題別の専門部会設置都道府県数： 26
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